
１　健全化判断比率

平成30年度決算に基づく健全化判断比率と資金不足比率

①実質赤字比率 ②連結実質赤字比率 ③実質公債費比率 ④将来負担比率

（単位：％）

平 成 28 年 度 － － 7.7 69.7

平 成 29 年 度 － － 7.4 71.2

平 成 30 年 度 － － 7.7 66.6

前 年 度 比 較 － － 0.3 -4.6

 ① 市の基本的な会計に、赤字はどのくらいあるの？

早期健全化基準 12.01 17.01 25.0 350.0

財 政 再 生 基 準 20.00 30.00 35.0

実質赤字比率　⇒　赤字はありません。

 ② 市全体の会計に、赤字はどのくらいあるの？
連結実質赤字比率　⇒　赤字はありません。

「地方公共団体の財政の健全化に関する法律（財政健全化法）」が施行され、平成19年度決算から、市の財政

が健全であるかを判断するための指標である「健全化判断比率」と地方公営企業ごとの経営状況を明らかにする

指標である「資金不足比率」の公表が義務付けられています。財政健全化法では、これらの比率のうち、どれか

ひとつでも国が定める基準を超えると、その基準に応じて、財政健全化計画または財政再生計画、地方公営企業

では経営健全化計画を策定し、財政の健全化を図らなければなりません。

新発田市の平成30年度決算に基づき算定した指標は、次のとおりでいずれも早期健全化基準と財政再生基準

を下回っており、財政は良好な状況にあるといえますが、今後も適正な財政運営に努めます。

※実質赤字比率及び連結実質赤字比率は、赤字を生じていないため「－」で表示しています。

※早期健全化基準は、自主的な改善努力による財政健全化が必要な水準（黄色信号）で、この基準を超える

と財政健全化計画の策定等が求められます。この基準は、各自治体の財政規模に応じて異なります。

※財政再生基準は、国等の関与による確実な再生が必要な水準（赤信号）で、これを超えると財政再生計画

を策定し、国などから厳しい財政再生が求められます。

実質赤字比率とは、福祉・教育・まちづくりなどを行う一般会計などの赤字の程度を指標化し、財政運営の深

刻度を示すものです。

平成30年度決算では、一般会計等は赤字がなく、実質赤字比率は「なし」となっています。

連結実質赤字比率とは、すべての会計の赤字や黒字を合算し、市全体としての赤字の程度を指標化し、市全体

としての財政運営の深刻度を示すものです。

平成30年度決算では、新発田市全体として赤字がなく、連結実質赤字比率は「なし」となっています。



２　資金不足比率

 ③ 借金の返済などにどのくらい支払っているの？　　　　　　実質公債費比率　⇒　7.7％
（地方債の元利償還金等+準元利償還金）-（特定財源+元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

（標準財政規模-元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

 ④ 今後どのくらいの負担が見込まれるの？　　　　将来負担比率　⇒　66.6％
将来負担額-（充当可能基金額+特定財源見込額+地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額）

（標準財政規模-元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

水 道 事 業 会 計 － － － 20.0

農 業 集 落 排 水 事 業 特 別 会 計 － － － 20.0

（単位：％）

特別会計の名称
資金不足比率

経営健全化基準
平成28年度 平成29年度 平成30年度

下 水 道 事 業 特 別 会 計 － － － 20.0

　公営企業の資金不足はどのくらいあるの？
資金不足比率　⇒　資金不足を生じている会計はありません。

宅 地 造 成 事 業 特 別 会 計 － － － 20.0

食 品 工 業 団 地 造 成 事 業 特 別 会 計 － － － 20.0

実質公債費比率とは、借入金の返済額及びこれに準ずる額の大きさを指標化し、資金繰りの危険度を示すもの

であり、3か年平均の比較では0.3ポイントの悪化となっています。（7.4→7.7）

分子では、平成26年度に借り入れた合併特例事業債や臨時財政対策債の元金据え置き期間が終了したことによ

り元利償還金が増加しました。また、控除されるべき基準財政需要額についても災害復旧費等に係る需要額（合

併特例債償還費、臨時財政対策債償還費等）が増加したこと等により、増加となりました。しかし、元利償還金

の増加額がこれを上回り、実質公債費全体は昨年度より増加しました。

分母となる「標準財政規模」は、地方消費税交付金の増により標準税収入額等が増加しましたが、控除される

べき基準財政需要額も増加したため、分母は微増しました。

分子は増加し、分母は微増したため、結果的に実質公債費比率は、単年度比較では昨年度よりわずかに悪化

（7.66→7.99）しています。このため、3か年平均でも、昨年度より0.3ポイントの悪化となっています。

なお、当市の実質公債費比率は、早期健全化基準の25.0％を下回っており、良好といえます。

将来負担比率とは、一般会計等の借入金（地方債）や将来支払う可能性のある負担などの現時点での残高の程

度を指標化し、将来、財政を圧迫する可能性が高いかどうかを示すものです。

分子では、「将来負担額」について、普通会計で地方債の償還が進み、地方債の現在高が減少しました。また、

控除されるべき「充当可能財源等」は、「充当可能基金」は増加したものの、都市計画税等の「充当可能特定歳

入」、「基準財政需要額算入見込額」が減少しました。「将来負担額」の減少額が控除されるべき「充当可能財

源等」の減少額を上回ったため、分子は昨年度より減少しました。

分母となる「標準財政規模」は、地方消費税交付金の増により標準税収入額等が増加しましたが、控除される

べき基準財政需要額も増加したため、分母は微増しました。

分子は減少し、分母は微増しているため、結果的に将来負担比率は昨年度より良化しています。

（71.2→66.6）

なお、当市の将来負担比率は、早期健全化基準の350.0％を下回っており、良好といえます。

※資金不足比率は、資金不足を生じていないため「－」で表示しています。

※経営健全化基準は、公営企業における早期健全化基準に相当するものです。

資金不足比率とは、公営企業の資金不足額を公営企業の事業規模である料金収入などの規模と比較して指標化

し、経営状況の深刻度を示すものです。

平成30年度決算では、対象となる5つの会計のいずれについても資金不足がなく、資金不足比率は「なし」と

なっています。


